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議   
事   次  

1良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等   

の一部を改正する法律案について   

2 療養病床再編成に伴う医療法施行規則の見直しについて   

3 特定機能病院の看護職員の配置標準について   

4 医療部会意見に基づく検討会の予定について   

5 その他  

（配付資料）  

資料1良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等  

の一部を改正する法律案 関係資料  

資料2 療養病床再編成に伴う医療法施行規則の見直しについて  

資料3 特定機能病院の看護職員の配置標準について   

資料4 医療部会意見に基づく検討会の予定について  

（参考資料）  

参考資料 古橋委員提出資料  



資   
料  

1  

良質な医療を提供する体制の確立を図るための   

医療法等の一部を改正する法律案について   

政府・与党医療改革協議会により、平成17年12月1日に取りまとめられた「医療制度改革大  
綱」に沿って、国民の医療に対する安心・信頬を確保し、質の高い医療サービスが適切に受けられ  

る体制を構築するため、患者等への医療に関する情報提供の推進、医療計画制度の見直し等を通じ  
た医療機能の分化・連携の推進、地域や診療科による医師不足問題への対応等の措置を講ずる。   



良質な医療を提供する体制の確立を図るための   

医療法等の一部を改正する法律案の概要  

政府・与党医療改革協議会により、平成17年12月1日に取りまとめられた「医療制度改革大綱」に沿って、国民の医療に対する安心D  
信頼を確保し、質の高い医療サービスが適切に受けられる体制を構築するため、患者等への医療に関する情報提供の推進、医療計画制度の  
見直し等を通じた医療機能の分化・連携の推進、地域や診療科による医師不足問題への対応等の措置を講ずる。  

‡概要  

1 患者等への医療に関する情報提供の推進  

患者等が医療に関する情報を十釧こ得られ、適切な医療を選択できるよう支援する。  

○ 都道府県が医療機関等に関する情報を集約し、分かりやすく住民に情報提供し、住民からの相談等に適切に応じる仕組みの制度化   
〔医療法、薬事法〕  

○ 入退院時における治療計画等の文書による説明の位置付け  

○ 広告規制の見直しによる広告できる事項の拡大〔以上 医療法〕  

医療計画制度の見直し等を通じた医療機能の分化・連携の推進  

医療計画制度を見直し、地域連携クリテイカルパスの普及等を通じ、医療機能の分化一連携を推進し、切れ目のない医療を提供する  
早期に在宅生活へ復帰できるよう在宅医療の充実を図る。   

○ 医療計画に、脳卒中、がん、小児救急医療等事業別の具体的な医療連携体制を位置付け  

○医療計画に分かりやすい指標と数値目標を明示し、事後評価できる仕組みとすること〔以上 医療法〕  
○ 退院時調整等在宅医療の推進のための規定整備〔医療法、薬剤師法〕  
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3 地域や診療科による医師不足間啓への対応  

へき地等の特定地域、小児科、産科などの特定の診療科における医師不足の深刻化に対応し、医師等医療従事者の確保策を強化する0  

○都道府県の「医療対策協議会」を制度化し、関係者協議による対策を推進  

○ 医療従事者への地域医療確保への協力の位置付け〔以上 医療法〕  ／   
且  ／／  





良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律案の概要  

目的：国民の医療に対する安心一信頼を確保し、質の高い医療サービスが適切に受けら  
れる体制を構築するもの。  
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1．患者等への医療に関する情報提供の堆進（医療法）  

j   



2．医療計画の見直し等を通じた医療機能の分化・連携の堆進（医療法）  

具体的内容  ～ 以下の医療計画に関する基本的枠組みを  

医療法に規定 ～  

医療機能の分化・連携の推進に  

よる切れ目のない医療の提供  

○ 都道府県が作成する医療計画の見直しに   

より、脳卒中、がん、小児救急医療など事   

業別に、地域の医療連携体制を構築する。   

○ 地域の医療連携体制内においては、地域   
連携クリテイカルパスの普及等を通じて、   
切れ目のない医療を提供する。  

☆ 国の基本方針（新たに法律に規定）によるビジョンの提示  

☆ 事業別に、分かりやすい指標と数値目標でもって住民・   
患者に明示し、事後評価できる仕組みにする。  

※数値目標の例：  

疾病別の年間総入院期間の短縮、  
在宅看取り率の向上、  
地域連携クリテイカルパスの普及など  

☆ 事業ごとに医療連携体制を具体的に医療計画に位置付   

け、住民・患者に医療機関や連携の状況を明示する。  

☆ 医療機能調査の上、住民、医療関係者、介護サービス事   
業者等と協議して医療連携体制を構築。   
（病院一診療所の開設者及び管理者に医療機能調査や医療   

連携体制の構築に関する協議などへの協力の努力義務規定を創設）   
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※地域連携クリテイカルパス   

急性期病院から回復期病院を経て自宅   

に戻るまでの治療計画。患者や関係する   

医療機関で共有することにより、効率的   
で質の高い医療の提供と患者の安心につ   

ながる   

＝・退院後も考慮した適切な医療提供  
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3．地域や診療科による医師不足問題への対応（医療法）  

【医療制度改革大綱（平成17年12月1日 政府・与党医療改革協議会）抜粋】  

（医師不足問題への対応）   

地域ごとの医師の偏在により、へき地等における医師不足が大きな問題となっている。また、小児科、産科などの特定の  
診療科における医師の不足が深刻化している。このため、都道府県ごとに医療対策協議会を設置し、医学部入学定員の地  
域枠を拡大するなど、地域の実情に応じた医師確保策を総合的に講じていく。   

へき地等の特定地域、小児科、産科などの特定の診療科における医師不足の深刻化に対応し、医師等医療従事者  
の確保策を強化する。  

☆ 関係3省（厚労省・総務省・文科省）で連携した取組→「医師確保総合対策」（平成17年8月）に基づき、施策を堆進  

医療計画による医療連携体制の構築   

を通じた地域医療確保の推進  

（D都道府県  

○ 医療計画の記載事項として、へき地医療、救急医療等、   
当該都道府県において 医療提供体制の確保に当たり特   

に必要と認める事業を重点的に位置付け  

○ へき地医療、救急医療等の医療連携体制の構築   
（小児科一産科における医療資源の集約化・重点化等）  

○ 医療連携体制の構築に当たっての、医療従事者等地域   
の関係者による協議の実施についての責務  

0 へき地医療、救急医療等に従事する医師等医療従事者   
確保のための、医療関係者による協議の制度化   
＝ 医療対策協議会の制度化   



4．医療従事者の資質の向上（医師法等）  

【医療制度改革大綱（平成17年12月1日 政府・与党医療改革協議会）抜粋】  
（信頼できる医療の確保）   

信頬できる医療を確保していくため、患者のニーズや医療現場の実態を踏まえ、以下の対策を推進する。   

・医療従事者の資質向上   

安心、安全な医療を提供し、国民の医療に対する信頼を確保するため、行政処分を受けた医師等への再教育  

制度の創設等、医療従事者の資質の向上に向けた取組みを推進する。  

【改正案】  

☆ 行政処分を受けた医師等に対する再教育制度   

を創設する。  
【現行制度の課題】  

◆ 業務停止を受けた医師、歯科医師、薬剤師、   

看護職員は、医業停止期間を過ぎれば、特段   

の条件なく医業（歯科医業）等に復帰でき、   

業務停止という行政処分だけでは、十分な反   

省や適正な医業等の実施が期待できない。  

☆ 「戒告」等業務停止を伴わない新たな行政処分   

の類型を設置する。また、長期間の業務停止処分   

について見直しを行う。  

☆ 個人情報保護に配慮しつつ医師等の氏名等の   

情報提供をする。  
◆ 長期にわたる業務停止については、塵生垂   

の医療技術を保つことが困難であり、また、   

停止期間中の医療技術の進歩も十分に習得で   

きていないという懸念がある。  

☆ 看護師、助産師等について、現行の業務独占規   

夏草加え、名称独占規定を設ける等必要な措置を   

講じる。  

☆ 外国人看護師、救急救命士等についても、医師、   

歯科医師と同様に、臨床修練制度の対象とする。   

◆ 安全、安心な医療を確保する観点から、董   

護職員に関する制度見直しの検討が必要で   

ある。  7  



5．医療法人制度改革（医療法）  

【医療制度改革大綱 （平成17年12月1日 政府■与党医療改革協議会） 抜粋】  
（医療法人制度改革）  

公益性の高い法人類型の創設等の医療法人制度改革を行う  

◎ 非営利性の徹底を通じた医療法人に関する国民の信頼の確立。  
◎「官から民への流れ」、「官民のイコールフッティング」をふまえ、従来公立病院等が担っていた医療を民間の医療法人が積極的に担うよう  

推進。  

◎ 効率的で透明性のある医業経営の実現による地域医療の安定的な提供。  

「「  

☆医療計画に位  

置づけた医療の  

提供に伴う都道  

府県からの支援  

特定医療法人  ★社会医療法人制度の創設  
一定の公的要件を備えた地域住民参加型の医療法  
人として位置づけ   
◇税制上の優遇措置   

（平成19年度税制改正要望を予定）   

◇債券発行を可能に  
◇公的医療機関経営への積極的参加   
◇収益事業や福祉事業など多様な事   

業展開   
◇医療機能に応じた他の医療法人と   

の幅広い連携の推進  

公
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特別医療法人  

財団医療法人  財団医療法人  

社団医療法人  
社団医療法人  

出資額限度法人制度   

への円滑な移行  

（十分な経過措置）   ■    一 凸   

◆住民が望む  

医療の提供  
◆住民からの   

信頼確保  

◆適切な経営  

資源の投入  
◆効率的な  

経営管理体制  ◆住民が支える  

医療サービスの実現  8  



6．有床診療所に対する規制の見直し（医療法）  

○有床診療所のこれまで果たしてきた役割や今日提供している医療の状況等を踏まえ、48時間の入院期間制限規定を廃止  
する。  

○上記規定の廃止に伴い、患者の緊急時に対応する体制確保の義務づけや医療従事者の配置等の情報開示を行わせると  

ともに、医療計画の基準病床数制度の対象とする。   

改正内容  

48時間の入院期間制限規定の廃止  

他の医療機関との連携確保等、患者の緊急時に対  

応する体制確保を管理者に義務づけ   

→ 一層の医療安全の確保  

医療従事者の配置等一定の情報について、  

一 医療情報の都道府県への届出制度の届出対象  

一院内掲示の義務づけ  

→情報開示を通じた医療の質の確保  

原則、医療計画の基準病床数制度の対象  
＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿．■・■・・－－－－■－－－・■・－－－－一一・－－－－－・－－一一■－■●■t■●－■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾「l  

；（対象）新制度施行後に新設されるもの  

I 

ll ：※ 既設の有床診療所の一般病床については、新たに許可： l l  
； を得ることは求めない。  

l  

l  

■ ＿ ＿＿．＿＿＿＿＿－ －■－■■■ ■ ■■ －－■■－－－－－ －－一一・・－－－ ■■ －●■■■■一一 ■ ■‘■■t‾‾ ‾ ‾‾●一‾‾‾‾‾   

※ 有床診療所の療養病床は、長期入院を対象とする病床であるため制度   

が異なる（入院期間制限なし、人員配置標準の規定あり、医療計画の基準   

病床数制度の対象）  

J  



7．そ の 他  

医 療 安 全 の 確 保  

【医療制度改革大綱 （政府・与党医療改革協議会 平成17年12月1日）抜粋】  

l   

い医療安全支援センターの制度化など医療安全対策の充実  
1  

1  

【改正内容】  

☆ 患者等からの相談に応じ助言等を行う医療安全支援センターの制度化  

☆ 医療機関の管理者に医療安全確保の義務づけ   

ン 医療機関における安全管理傭御の僑展・強化、院内感染制御体制の充実   

ン 医療機関における医薬品・医療機器の安全管理体制の確保  

☆ 行政処分を受けた医師等への再教育の義務化等  

☆ 国・地方公共団体の責務t役割の明確化  

施  行  期  日  

◎ 平成19年4月1日を基本。 ※有床診療所の見直しは、平成19年1月1日  

薬剤師、看護師等に係る再教育の義務化、行政処分の類型の見直し等については、平成20年4月1日   

1u  



療養病床再編成に伴う医療法施行規則の見直しについて  

○療養病床再編成に伴う医療法り 

．．．． …P．1～P．9  

○参考資料  療養病床の再編成………………………‥ P・10～Pt14   



療養病床再編成に伴う医療法施行規則の見直しについて  

1．療養病床の現状  

○ 療養病床は、患者の適切な処遇を図る観点から、平成13年の医療法改正により、「主として長期にわたり療養を必要とす   

る患者を入院させるための病床」として位置付けられ、これまで長期入院患者に対するサービスにおいて一定の役割を果た   

してきた。  

○ 療養病床についての保険制度上の取扱いは、医療保険適用と介護保険適用のものに分かれて適用されている。  

＜介護療養型医療施設と医療保険適用の療養病床の比較＞  

介護療養型医療施設   医療保険適用の療養病床   

対象者   病状が安定期にあり、療養上の管理一看護・介護■機能訓練が  病状が安定している長期療養患者のうち、密度の高い医学的  

必要な要介護者（療養上の管理、看護、医学的管理の下におけ  

る介護その他の世話及び機能訓練その他必要な医療を行う）   

施設基準   病室（1人あたり6．4m2以上）、   病室（1人あたリ6．4m2以上）、  

機能訓練室、談話室、食堂、浴室等   機能訓練室、談話室、食堂、浴室等  

廊下幅（片廊下1．8m、中廊下 2．7m）   廊下幅（片廊下1．8m、中廊下 2．7m）   

人員基準   医師（48：1）  3人   医師（48：1）  3人   

（入所者／入院患者  看護職員（6：1）  17人   

100人あたり）   介護職員（6：1） 17人  

介護支援専門員 1人  

書芸芸芸芸ご三1，㌫〕※  
その他薬剤師・栄養士等   その他薬剤師・栄養士等  

病床数   13万床   25万床   

※診療報酬上の施設基準であり、医療法施行規則における療養病床の人員配置標準は、看護職員6‥1（17人）、看護補助者6＝1（17人）   



○ 一方で、入院患者については、いずれの保険制度の適用病床についても二   

①入院患者の状態に変わりがなく、   

②医療必要度の高い者はその中の一部であるといった指摘がある。   

＜医療保険適用、介護保険適用、それぞれに入院する患者の状態＞  

医療保険適用、介言董保険適用、それぞれlこ入院する患者の可犬態  

介言隻保険適用の療養病床  
平成16年3月  

医療保l挨適月∃の療頚竪病床  
平成16年3月  

0％  10％  20％  30％  40％  509乙  60％  70ウ乙  80％  90％   100％  

⊂コ病可大力ミ不安定で常時医学自勺管理を要する  
⊂コ病状lま安定してしヽる力ヾ容態の急変カモ起きやすしヽ  

⊂コ容態急変の可台巨■l生はイ氏しヽカモ一定の医学自勺管理を要する  
⊂コ容態急変の可肯巨・性Iまイ氏＜手旨祉施設やイ主宅Iこよって対応できる  

■そのイ也  

⊂コ無回答  

〔医療経済研究機構「療養病床における医療提供体制に関する調査」（平成16年3月）〕  

2   
〔中医協「慢性期入院医療実態調査」（平成17年11月11日中医協資料）〕   



2．療養病床再編成の趣旨・必要性  

（1）医療提供体制の見直しの必要性  

○ 我が国の医療提供体制については、かねてより、諸外国に比べて人口当たり病床数が多い、平均在院日数が長い、一床   

当たり医療従事者数が少ないといった点が指摘されている。  

＜医療提供体制の各国比較（2003年）＞  

人口千人当たり   病床百床当たり   人口千人当たり   病床百床当たり   人口千人当たり  
勾在院日数  

病床数   医師数   医師数   看護職員数   
看護職員数   

36．4   14．3   
13．7   2．0   54．0   7．8  

（2002）   （2002）   （2002）   （2002）   

10．9   8．9   37．6   
3．4   

108．6   

（2002）   （2002）   （2002）  （2002）   
9．7  

42．5  
3．4   

91．1  
13．4   7．7  

（2002）  （2002）   
7．3   

7．6   4．2   
49．7  

2．2   
224．0  

（2002）  （2002）   
9．7   

66．8   2．3   233．0   7．9  
6．5   3．3  

（2002）   （2002）   （2002）   （2002）   

国名   平均在   

日本   36   

ドイツ   
10  

（20   

フランス   13   

イギリス   7．   

アメリカ   6．   

（出典）「OECDHealthData2005」  

注）病床百床当たり医師数、病床百床当たり看護職員数については医師数、看護職員数を病床数で単純に割って百をかけた数値である。  

oECDHeaIthDataにおける日本のデータは医療施設調査、病院報告のデータを引用（平均在院日数（病院報告）は在院患者数に基づき算出）  

※ 平均在院日数（平成15年病院報告）  

その他の病床等  

一般病床等   療養病床等   

28．3   20．7   172．3   

全病床  

36．4  

・「その他の病床等」は、全病床から精神病床、感染症病床、結核病床を除いたものである。  

・「療養病床等」は、療養病床及び経過的旧療養型病床群であり、「一般病床等」はそれ以外のものである。  
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○急速な高齢化が進行する中で、医療を取り巻く環境の変化に適切に対応するためには、限られた医療資源を効率的に活用  
することが必要であることから、療養病床の適正化を進め、急性期病院に人材を再配置して強化することが必要となってい   
る。   

○今回の医療提供体制の改革においても、「地域の医療機能の適切な分イヒ・連携を進め、急性期から回復期、慢性期を経て  
在宅医療への切れ目のない医療の流れを作り、患者が早く自宅に戻れるようにすることで、患者の生活の質（QO」）を高め、   
また、必要かつ十分な医療を受けつつトータルな治療期間（在院日数を含む。）が短くなる仕組みをつくる。」（平成17年12月   
社会保障審議会医療部会意見）ことが最大の柱の一つとなっている。  

（2）医療制度改革大綱での位置付け  

○平成17年12月1日の政府ヰ党医療改革協議会による「医療制度改革大綱」では、以下のようなことが指摘されている0  
l一・－－－－一一…－＝－－－－－－－－－－－－－‥一一＝－－一一－＝‥－－－－－－‥－一一‥一‥‥‥－‥－－－－－＝一－－－－－－－－－一一一一一－－‥‥－一－‥－－＝＝一一＝＝－－－－－一一一一一－－－一…－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－…－‥－‥－－リー一－－－－－－－－－一一‾‾‾‾‾‾‾【‾‾‾‾‾‾‥▲’  

…Ⅱ．安心・信頼の医療の確保と予防の重視   

1．安心・信頼の医療の確保   

（地域医療の連携体制の構築）  

急性期から回復期を経て自宅に戻るまで、患者が、一貫した治療方針のもとに切れ目ない医療を受けることができるよ  
ぅ、地域医療を見直す。このため、医療計画において、脳卒中対策、がん医療、小児救急医療など事業別の医療連携体制  
を構築する。  

Ⅲ．医療費適正化の総合的な推進  

2．医療費適正化計画の推進  

（1）計画の策定  

国の責任のもと、国及び都道府県等が協力し、生活習慣病対策や長遡入院の屋重などの計画的な医療責適正化に取り   
組む。  
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（2）計画の推進のための措置  

国は、都道府県医療費適正化計画の実現に資するよう、診療報酬体系の見直しや病床転換を進めるための医療保険財   

源を活用した支援措置を講ずる。  

平均在院日数の縮減に併せて、患者の病院から在宅への復帰が円滑にできるよう、在宅医療・介護の連携強化や居宅   

系サービスの充実を図る。  

国の基本方針の下、医療費適正化計画の目標については、都道府県の健康増進計画、医療計画及び介護保険事業支   

援計画の目標と相互に整合のとれたものとして作成し、施策の連携を図る。  

○ 療養病床の再編成は、医療制度改革大綱で位置付けられた平均在院日数の短縮等のための具体的な取組方策の一つと   

して位置付けられる。  

（3）療養病床再編成の必要性  

○ 社会保障審議会介護給付貴分科会が平成17年12月13日に取りまとめた審議報告では、介護療養型医療施設について、   

介護保険施設の将来像を踏まえ、一定の期限を定めて、「在宅復帰・在宅生活支援重視型の施設」や「生活重視型の施設」な   

どへの移行等を図ることとされ、さらに、医療保険との機能分担も含めた療養病床全体の在り方について、厚生労働省として   

の基本的な考え方を早急に示すことが強く要請された。  

○ これを受け、平成17年12月21日に医療構造改革推進本部（本部長：厚生労働大臣）において、「療養病床の将来像につ   

いて（案）」を決定し、検討を進めることとした。  

○ 本年1月11日の中央社会保険医療協議会においては、平成18年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（案）とし   

て、療養病棟入院基本料等について、医療の必要性による区分、ADLの状況による区分等に基づく患者分類を用いた包括   

評価を行うこと、医療の必要性の高い患者を一定程度以上受け入れている病棟は「看護職員配置4：1、看護補助者配置4‥  

1」を算定要件とすることについて、議論が行われた。  
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○ これらを受け、厚生労働省としては、在宅・施設の介護基盤が充実する中で、患者の状態に即した機能分担を推進する観   

点から、療養病床の在り方を医療提供体制及び医療保険・介護保険の両面にわたって一体的に見直し、療養病床を医療必   

要度が高い患者を受け入れる病床に再編成する改革を進めることとして、現在開催中の通常国会に提出した健康保険法等   

の一部を改正する法律案に、「介護療養型医療施設を平成23年度までをもって廃止すること」などを内容とする介護保険法   

等の改正も盛り込んだ。（参考資料参照）  

（4）療養病床再編成の概要  

○ 療養病床の再編成は以下のような考え方で進めることとしており、法案の提出に当たっては与党においても様々なご議論   

をいただいたことから、その議論も反映したものとなっている。  

＜基本的方向＞  

①療養病床については、医療の必要度の高い患者を受け入れるものに限定し、医療保険で対応する。  

② 医療の必要性の低い患者については、病院ではなく在宅、居住系サービス、又は老人保健施設等で受け止めることで対  

応する。  

＜転換支援措置＞  

○ 療養病床の転換を進めるため、以下のような転換支援措置を講ずることとする。  
① 医療療養病床、介護療養型医療施設それぞれについて助成措置  

② 医師、看護職員等の配置が緩和された療養病床の経過的類型の創設  

③老人保健施設に転換する場合の施設基準の緩和  

④第4期の介護保険事業計画（平成21～23年度）における参酌標準の見直し  

○ また、改正法附則において、以下の検討規定を置くこととした。  
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（検討）  

二  

3 政府は、入所者の状態に応じてふさわしいサービスを提供する観点から、介護保険法第八条第二十五項に規定する介護老  

人保健施設及び同条第二十四項に規定する介護老人福祉施設の基本的な在り方並びにこれらの施設の入所者に対する医  

療の提供の在り方の見直しを検討するとともに、介護保険施設等の設備及び運営に関する基準並びに利用者負担の在り方等  
について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるとともに、地域における適切な保健医療サービス及び福祉サ  

ービスの提供体制の整備の支援に努めるものとする。  

3．医療法施行規則の見直し案の内容  

（1）人員配置標準の引き上げ  

○ 与党における議論において、再編成後の療養病床は、看護配置4：1、看護補助配置4：1とされていることを踏まえ、「療養   

病床は長期にわたり療養が必要な医療必要度の高い患者を受け入れる病床」との位置付けを、医療法の体系上で明確化す   

るため、医療法施行規則を改正して、療養病床の人員配置標準を引き上げる。  

①看護配置4：1以上・看護補助配置4：1以上を本則とする。  

＊医療法上は現在看護配置6：1以上、看護補助配置6：1以上  

＊診療報酬上は現在5：1以上、介護報酬上は6：1以上  

②平成23年度末までは現行の看護配置6＝1以上一看護補助配置6‥1以上を経過措置として認める。  

（参考）看護配置4：1以上、看護補助配置4：1以上とする理由  

○診療報酬では、現在、療養病棟入院基本料の施設基準が看護配置5＝1以上、看護補助配置5‥1以上となっている。  

○主に脊髄損傷、重度の意識障害等の重度障害者が入院する病棟については、特殊疾患療養病棟入院料として、「4‥1   

以上、4：1以上」が施設基準とされている。  
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○ 看護職員等の配置実態をみても、特殊疾患療養病棟では、98．0％が「4：1以上、4：1以上」を満たしており、それ以外   

の医療保険適用の療養病床でも62．0％が「4：1、4：1」を上回って配置されている。（保険局医療課調べ）  

○ こうした中、今回の療養病床の再編成で、今後は、療養病床は医療必要度の高い者のみを受け入れることになるため、   

看護職員等の配置を手厚くし、「4：1以上、4：1以上」とする必要がある。  

○ 病院における看護職員の配置標準（4：1）は、昭和58年の特例許可老人病院が創設される以前の水準と同じ水準とな   

る。   
※ 特例許可老人病院創設以降、主に高齢者の長期療養の需要に対応する病床として、看護職員は6：1とした上で補助者を適当数置く（療養   

型病床群・療養病床については補助者も6＝1）ことで体制を整えてきたが、今回、医療必要度が必ずしも高くない要介護者等の長期療養に   

ついては、在宅医療の充実、居宅系サービスの充実とあわせて、「在宅復帰・在宅生活支援重視型の施設」や「生活重視型の施設」、あるい  

は在宅で対応することになる。  

（2）人員配置標準を緩和した経過措置類型の創設  

○療養病床の再編成において、介護保険における介護療養型医療施設は平成23年度末に廃止することとされている。また、   
前述のとおり、与党における議論において、医師、看護職員等の配置が緩和された療養病床の経過的類型の創設が決めら   

れている。  

○ これを踏まえ、平成18年度の介護報酬改定においては、現行の療養病床のほかに、将来的に老人保健施設や特定施設  
（有料老人ホーム、ケアハウス）への転換を念頭に置いた経過措置として医師、看護職員の配置が緩和された類型を創設し  
（経過型介護療養型医療施設）、在宅復帰・在宅支援機能の充実を要件として新たな介護報酬上の評価を創設（平成23年度   
末まで）することが検討されている。（3月上旬介護給付費分科会において審議予定）   

○また、平成18年度の診療報酬改定においても、経過措置として、医療必要度の低い患者を一定以上受け入れる病床につ   
いて、上記と同様の人員配置を緩和する類型（介護保険移行病棟）を創設（平成23年度末まで）することが検討されている0  

（3月上中旬中央社会保険医療協議会において審議予定）  
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○ これらを受け、医療法施行規則においても、平成23年度末までの経過措置として、附則において、新たに医師、看護職員   
等の配置を現行より引き下げた類型を創設する。  

○ 具体的には、介護老人保健施設における均衡も考慮し、  

・医師の配置を、現行の最低3人から2人に緩和し、入院患者数に応じた配置を48：1から96：1へと緩和する。  

・療養病床における看護職員の配置を、現行の看護職員6：1、看護補助者6：1から緩和し、看護職員・看護補助者合わせ  

て3：1、うち1／3以上は看護職員 とすることとする。  

（参考）病院と介護老人保健施設における人員配置に係る規定  

病院（療養病床）   介護老人保健施設   

48：1 ※病院として最低3人   100：1   

看護又は介護職員3：1  
看護職員6：1、看護補助者6：1  

看護職員は総数の2／7程度を標準   

（3）実施時期  

○ 介護療養病床の廃止等を盛り込んだ健康保険法等の一部改正法案の成立t公布後、医療法施行規則の改正を行い、介護   

報酬・診療報酬の見直し実施時期に合わせて実施する。  
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■           ＝ －r【・・コl■■ 参萄鼠門  

療養病床の再編成  

ユ、j   



療養病床の現状  

○ 療養病床の入院患者のうち医師の対応がほとんど必要ない人が概ね5割  

○ 医師による直接医療提供頻度  

且且   



医療の必要性に応じた療養病床の再編成  

①療養病床については、医療の必要度の高い患者を受け入れるものに限定し、医療保   

険で対応するとともに、  
②医療の必要性の低い患者については、病院ではなく在宅、居住系サービス、又は老健   

施設等で受け止めることで対応する。  

且慧   



療養病床が転換するときの支援措置  

○療養病床について、老人保健施設等への転換を進めるため、転換支援の助成等を行う   

とともに、介護保険において、平成23年度までに必要な受け入れを図る。  

医療保険財源による転換支援措置（医務撥養病床対応）   
※長期入院病床を老人保健施設又は居住系サービス施設に   

転換するために要する費用を肋成するための事業を実施   

※都道府県が実施   

※上記肋成創設までは医療提供体制施設整備交付金（都道府   

県交付金）のメニュー項目の活用により対応  

医師・看護職員等の配置等が   

緩和された経過的類型   

注：現行の療養病床のほかに、将来的な   

老人保健施設や居住系サービス等   

への転換を念頭に移行促進措置を   

設ける  老人保健施設  

医療療養病床   
療養病床が老健施設に転換  

する場合の施設基準の緩和   

注：既存の建物をそのまま活用して老人   

保健施設に円滑に転換できるよう、   

6年間は1床当たり面積を6．4   
而（老人保健施設は8鵬）で可とす   

るなど、経過的に施設基準を緩和  

ケアハウス  

有料老人ホーム  

グループホーム  

在宅療養支援拠点  

幕4期の介護保険事業計画において  

病床の転換が円滑に行われるよう  

参酌標準を見直し  

（健保法改正法案の附則で措置）  
市町村交付金の実施（介護療養病床対応）   

※介護療養型医療施設等の機能転換を促進   

※市町村が実施  
且運   



健康保険法等の一部を改正する法律案における検討規定  

附 則（検討）  

二  

3 政府は、入所者の状態に応じてふさわしいサービスを提供する観   
点から、介護保険法第八条第二十五項に規定する介護老人保健施設   
及び同条第二十四項に規定する介護老人福祉施設の基本的な在り方   

並びにこれらの施設の入所者に対する医療の提供の在り方の見直し   
を検討するとともに、介護保険施設等の設備及び運営に関する基準   
並びに利用者負担の在り方等について検討を加え、その結果に基づ   
いて必要な措置を講ずるとともに、地域における適切な保健医療   
サービス及び福祉サービスの提供体制の整備の支援に努めるものと   

する。  

エ、∴   



特定機能病院の看護職員の配置標準について   



特定機能病院に係る看護職鼻の人員配置標準の引よばに－・別も懲（薬）  

瞳挺会保障審議会医療部会の意見（平成描年相月8日社会保障審議会医療部会）（抄）ヨ  

：廻IJ注∴ 摘淀機能病院   

看護職員の人員配置標準について、医療安全の推進を図る観点から、特定機能病院に係る入院患者数に対する基  

準を引き上げる 。  

（案）ヨ  針
 
 

窮
 
 

謝
 
 

∵
り
・
＼
ト
 
 

昨年末の医療部会の意見書において、特定機能病院に係る看護職員の人員配置標準を引き上げるという方針と  

された≡とを受け、特定機能病院における手厚い看護職員配置の必要性、現在すべての特定機能病院において  
「望：‾訂」は満たしている状況等を踏まえ、本年4月1日より現行の「2．5：1」から「2：1～＝ニ引き上げ  

ることとしてはどうか。  

D  

◎ そ坑〉艇で、特定機能病院に係る看護職員の人員配置標準については、特定機能病院制度の在り方について医療   
施設体系の在り方に関する検討会（仮称）における検討事項の一つとされていることから、平成柑年度診療報   
酬改定仔こおいて急性期入院医療について「1．4：1」相当の基準が新設されたことも踏まえつつ、，当該検討の   

申●管、さらに検討することとしてはどうか。  

－1－   



特定機能病院における看護職員の配置状況  

⑳ 精選機能病院の業務報告より（平成17年10月）  

風院患者数 対 看護職員数（外来標準数を除く）  

望。仁捏1を満たす施設数  80施設（全施設）  

1】。5：1を満たす施設数  62施設   

1j。5：『を満たさない施設数  18施設（常勤換算で約200名不足）  

『‘；射1を満たす施設数  41施設   

『。4・：1を満たさない施設数  39施設（常勤換算で約1，100名不足）  

－2－   



医療部会意見に基づく検討会の予定について   



医療部会意見に基づく検討会の予定について（案）  

1医療施設体系のあり方に関する検討会（仮称）  

ア 検討課題について  

医療部会意見において位置付けられた、①地域医療支援病院制度全般にわたる検討課題、②特定機能病院制度のあり   

方及び③医療法施行規則の「病院における外来患者数に基づく医師数の配置標準」規定の必要性、の3つの課題に加え、   

こう』た病院に関わる論点についての検討にとどまらず、かかりつけ医に求められる役割や機能のあり方や、医療連携   

体制の構築の中での救急医療等確保事業に必要な医師の確保方策など、病院、診療所の今後のあり方に関わる論点につ   

いぺ∴幅広く議論することとする。  

イ スケジュールについて   

新年度の早い時期（5月目途）に第一回を開催し、各論点について順次検討を進める。政省令や運用通知の改正によ   

り対応可能な論点について方向性を出しうる場合は、個別項目のみで必要に応じ取りまとめを行い、順次具体化を図る。  

2 広告規制等検討会（仮称）  

ア 検討課題について   

医療部会意見において位置付けられた、①都道府県が医療機関の情報を整理して公表する制度の対象とする「一定の   
情報」の範囲、②広告できる事項の見直しや広告に関するガイドラインの策定等、③医療機関の名称に係る制限の緩和、   

④院内掲示を義務付ける事項の見直し、⑤新制度施行後に働かせる事後チェック機能、の課題について議論することと   
する。   



イ スケジュールについて   

上記課題は、今国会に提出した医療法等改正法案を実施していくためのものであり、国会会期後（法案成立後）に検   

討会を設置することとする。  

少人数で常設のものとする。  

3 病院薬剤師の業務及び配置標準のあり方に関する検討会（仮称）  

ア 検討課題について   

病棟における服薬指導など患者に対する適切な薬物療法の提供や、医薬品を中心とした医療安全の確保の観点から、   

病院に勤務する薬剤師の業務のあり方、及び配置標準のあり方について、これまでの経緯等を踏まえた具体的検討を行   

。  

イ スケジュールについて  

本年中に立ち上げ、まず実態調査を行った上で、検討を進める。  

2   










